平成２１年度の新たな検討課題について（案）
１．障がい福祉サービスにおける医療的ケアについて

（１）問題の所在
医療的ケアが必要な重度（重複）障がい児（者）が、地域での生活において、十分な医療的ケアを受けられないことが指摘されている。
地域生活移行が進む中、地域における喫緊の課題として、早急な対応が求められている。
（２）検討事項
　（例）
①緊急時等に医療的ケアが可能な受け入れ施設の確保

　②医療的ケアに対応できる人材の確保（関係者への研修等）

③訪問看護などの地域医療との連携　他

（３）今後の方向性
地域支援推進部会にプロジェクトを設置し、障がい者への医療的ケアについて課題整理を行う。その際には、福祉部局だけでなく、医療、保健、教育等の部局と連携を図り、府域における現状を把握しながら行う。

２．障がい児者支援にかかる教育と福祉の連携について

（１）問題の所在
児童期から成人期における、障がい児者を支援する関係機関の情報共有のあり方や、通学支援など広域的な対応について、府レベルでの検討が求められている。
（２）検討事項
　（例）
①学校、子ども家庭センター、相談支援事業所等との連携

　　②医療的ケアが必要な児童・生徒の支援学校への通学支援
　　③入学前、小学校、中学校、高校、卒業後の連続した支援体制の整備　他

（３）今後の方向性
　　地域支援推進部会において、関係部局と連携しながら課題整理を行い、協議を進める。

３．地域における障がい者の権利擁護に係る実態把握について

（１）問題の所在
障害者自立支援法第77条において市町村の地域生活支援事業に位置付けられている「障がい者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障がい者等の権利の擁護のために必要な援助」や、相談支援事業における権利擁護の取り組みについて、その現状や課題を把握する必要がある。
（２）今後の対応

　　ケアマネジメント推進部会において障がい者の権利擁護に関する相談の実態調査を市町村、相談支援事業所に対して実施する。まずは、調査内容（対象、項目）の素案を検討する。
４．大阪府障がい者相談支援ガイドラインについて

（１）問題の所在
相談支援におけるアセスメント項目やサービス利用計画に示すべき項目については、明確な指標がなく、検討の必要性が挙げられていた。また、相談支援事業についての評価のあり方についても、今後検討すべき課題として挙げられる。

このことから、まずは、相談支援のあり方を示す、いわゆる「ガイドライン」について、推奨モデルや評価のあり方も含め、検討していく必要がある。

（２）今後の方向性
　①ケアマネジメント推進部会において検討することとし、ワーキングにおいて、素案を作成していく。
　②ワーキングメンバーは、部会委員、市町村実務担当者、相談支援アドバイザー、自立相談支援センター、こころの健康総合センター、相談支援事業所職員等で構成する。
③月に一回程度のペースで進める。
５．「障がい者が暮らしやすい地域づくりのための社会資源調査・地域診断事業」

（緊急雇用創出事業）　
（１）目的及び事業内容

　　障がい者が地域で安心して暮らしていくために、障がい福祉に関わる地域の社会資源の状況をきめ細かく把握し、障がい者やその家族に提供するなど、活用しやすい仕組みづくりが必要であることから、市町村単位で設置されている障がい福祉関係機関のネットワーク組織である地域自立支援協議会と連携し、新体系移行事業所のサービスの設置状況、サービス内容、その他就労・教育・保健・医療等の関係支援機関の情報の収集、データ整理、地域診断を行う。

　（※参考資料⑧参照）

（２）今後の方向性

　　今年度はモデル地域において実施した後、効果検証した上で、他の地域への普及を検討する。
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